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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 15年 9月中間期 187,986 △ 11.5 13,521 △ 12.6 8,220 △ 26.2

 14年 9月中間期 212,463 △ 13.4 15,463 26.0 11,139 37.5

 15年 3月期 412,888 31,497 23,796

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 15年 9月中間期 1,574 △ 2.6 5 . 70 ―

 14年 9月中間期 1,617 ― 6 . 08 ―

 15年 3月期 2,652 8 . 59 ―
(注) ①持分法投資損益 15年 9月中間期      △26 百万円 14年 9月中間期      △37 百万円 15年 3月期  　  552 百万円

      ②期中平均普通株式数(連結) 15年 9月中間期    181,047,824 株 14年 9月中間期    175,921,756 株 15年 3月期   176,342,646 株

      ③会計処理の方法の変更 無

      ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 15年 9月中間期 719,611 59,653 8.3 124 . 66

 14年 9月中間期 782,064 55,792 7.1 114 . 31

 15年 3月期 713,965 56,181 7.9 113 . 91
(注) 期末発行済普通株式数(連結) 15年 9月中間期    193,400,480 株 14年 9月中間期    177,104,375 株 15年 3月期   175,960,561 株

      期末発行済第一回優先株式数 15年 9月中間期      58,333,000 株 14年 9月中間期      58,333,000 株 15年 3月期     58,333,000 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

 15年 9月中間期 20,704 △   7,510 △  6,993 44,537

 14年 9月中間期 9,539 △   9,900 △  3,586 62,270

 15年 3月期 24,018 2,700 △ 52,188 38,163

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  64　社 持分法適用非連結子会社数　0　社 　　持分法適用関連会社数　3　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）8　社  （除外）1　社 持分法（新規）0　社  （除外）　1　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

　

百万円 百万円 百万円

通　　期 415,000 25,000 3,000

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)   10 円 56 銭 

※　上記の連結業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は、今後の様々な
　要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　なお、上記の連結業績予想に関する事項は、添付資料の「通期の見通し」(連結５頁)をご参照下さい。

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

財務活動による
キャッシュ・フロー

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益
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企業集団の状況

　当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社64社及び持分法適用関連会社3社（ほか持分法適用関連会社の連結子
会社11社）により構成されており、工業化住宅の施工・販売、宅地の造成・販売を中心とした住宅関連事業、会員権の発行・売買、リ
ゾート施設等の運営及び旅行の企画・販売によるリゾート関連事業、法人等に対する事業資金融資、保険代理店、個人に対する住宅資
金・つなぎ融資などのファイナンス関連事業、そのほか老人福祉施設等の経営・運営受託及び広告代理店などの事業を行っております。
　当グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

１．事業系統図

工業化住宅の施工・販売、宅地の販売

◎ ミサワホーム北海道㈱ ◎ ㈱ミサワテクノ
○ 東北ミサワホーム㈱ ほか関係会社12社

ほか関係会社28社
 運営管理委託 　会員権の販売

○ ミサワリゾート㈱
ほか関係会社4社

○ ミサワリゾート㈱

◎ ホリー㈱
ほか関係会社3社

◎ ㈱オナーズヒル軽井沢

◎ Misawa Homes of Finland Oy

◎ ミサワ不動産㈱
◎ 九州ランド開発㈱

ほか関係会社6社

◎ ミサワ不動産㈱
ほか関係会社1社

◎ ホームイング㈱
ほか関係会社19社

◎ メディアエムジー㈱

◎ ㈱ミサワホーム総合研究所
ほか関係会社1社

◎ ホリー㈱
ほか関係会社3社

○ ミサワホーバス㈱

◎ ミサワキャピタル㈱
ほか関係会社1社

◎ ミサワ東洋㈱

◎ ミサワファイナンス㈱
○ 財形住宅金融㈱ ◎ ミサワエムアールディー㈱

ほか関係会社1社

◎ ㈱アイ・エル・エス

※　複数の事業を行っている会社は重複して記載しているため、各事業の会社数は、延数で記載しております。

◎ 連結子会社 ○ 持分法適用関連会社(持分法適用関連会社の連結子会社含む)

の 製 造 ・ 販 売

強化プラスチック複合管等
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融 資 ・ つ な ぎ 融 資

営業用車輌等のリース

　・調査委託
研究・開発

保険代理店

老人福祉施設等の経営・運営受託

〔その他事業〕

一
　
般
　
顧
　
客
　
又
　
は
　
法
　
人

福 利 厚 生 代 行 業 務

ゴルフ場の企画、開発及び運営

リゾート施設等の運営

リゾート施設等の運営・管理

会 員 権 の 売 買

〔リゾート関連事業〕

石材等販売

住宅部材の供給

住宅建材の製造・販売

運営管理委託
会員権の販売

住宅資材及び

㈱エム・エル・シー

住宅建材の購入

㈱ミサワテクノ

住宅部材の運送

住 宅 部 材 の 製 造 　　建材の供給

講座委託

旅行の 企画 及び 販売

別荘用地の造成・販売

通 信 教 育 講 座

ゴム製品・再生ゴムの

広 告 代 理 店

仮設材等の製造・販売

宣伝広告
の制作

製 造 ・ 販 売

通信教育

　　企画請負

宅地等 の造 成・ 販売

宅地開発の

ビル・マンション等の賃貸管理

個人に対する住宅資金

住宅関連の研究・開発・調査

法人等に対する事業資金

法人等に対する事業資金融資

〔ファイナンス関連事業〕

住宅資材の購入
住宅資材の調達・供給

融資または保険代理店

そ
　
の
　
他
　
事
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増改築･リフォーム工事 住宅建材の供給

賃貸管理委託

〔住宅関連事業〕

住宅部材の購入

ミ　サ　ワ　ホ　ー　ム　ホ　ー　ル　デ　ィ　ン　グ　ス　株　式　会　社ミ　サ　ワ　ホ　ー　ム　ホ　ー　ル　デ　ィ　ン　グ　ス　株　式　会　社ミ　サ　ワ　ホ　ー　ム　ホ　ー　ル　デ　ィ　ン　グ　ス　株　式　会　社ミ　サ　ワ　ホ　ー　ム　ホ　ー　ル　デ　ィ　ン　グ　ス　株　式　会　社
グループ経営企画・管理グループ経営企画・管理グループ経営企画・管理グループ経営企画・管理

工業化住宅の施工･販売

◎

住宅部材の運送

住 宅 部 材 の 運 搬

会 員 権 の 発 行

◎
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２．関係会社の状況

議決権の 主 要 な
所有割合 事 業 の 内 容

（連結子会社） (％)

100.0 
(100.0)
75.3 
(13.2)
78.3 
(2.7)
66.7 
(66.7)
88.2 
(88.2)

100.0 
(100.0)

55.1 
(12.4)
77.1 
(55.5)
73.6 
(11.5)

（持分法適用関連会社）

49.0 
(21.8)

工業化住宅の施工・販売

(注) 議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
※１ 札幌証券取引所に株式上場しております。
※２ ジャスダックに株式上場しております。
※３ 福岡証券取引所に株式上場しております。
※４ 東京証券取引所市場第一部に株式上場しております。
※５ 平成15年10月１日に企業統合し商号を「ミサワホーム東関東㈱」へ変更しております。
※６ 平成15年10月１日に企業統合し商号を「ミサワホーム東京㈱」へ変更しております。

㈱ミサワホーム福島  福島県福島市 300 

同 上

同 上

 新潟県新潟市 537 

サイサンミサワホーム㈱

㈱ミサワホーム静岡  静岡県静岡市 300 

東京ミサワホーム㈱  東京都新宿区 2,234 

ミサワホームサンイン㈱  鳥取県鳥取市 444 

同 上

ミサワホーム㈱  東京都杉並区 30,660 100.0 

100.0 

 長野県松本市 593 工業化住宅部材の製造

工業化住宅部材の供給

 千葉県千葉市 475 100.0 

 埼玉県さいたま市 120 同 上

(39.5)

662 

 大阪府大阪市

同 上

39.7 

同 上

100.0 

※４

リゾート施設等の運営管理・
※４会員権の売買

その他１社

東北ミサワホーム㈱

その他 49 社

工業化住宅の施工・販売 宮城県仙台市 3,761 

ミサワリゾート㈱  東京都新宿区 3,948 

名　　　　　　　称

ミサワホーム九州㈱

ミサワホーム北海道㈱

ミサワホーム北日本㈱

ミサワホーム東海㈱

ミサワホーム中国㈱

㈱ミサワホーム信越

ミサワホーム近畿㈱

㈱千葉ミサワホーム

㈱ミサワテクノ

 北海道札幌市

同 上

同 上

 愛知県名古屋市 1,195 

 福岡県福岡市

 広島県広島市 1,369 

2,707 

住　　所

988 

 秋田県秋田市 430 

資本金

(百万円)

※３

※２

工業化住宅の施工・販売 ※１

※２

同 上

※２

同 上

摘要

100.0 

100.0 

同 上 ※５

同 上 ※６
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経営方針

１．経営の基本方針
　当グループは、創業以来掲げてきた「住まいを通じて生涯のおつきあい」を企業理念とし、お客様の生活・暮らし方か
ら環境にまで配慮した住まいをご提供することにより、新たな住まいへの需要創造とお客様の生涯にわたる満足を追求し
てまいります。
　常にお客様に安心・安全・快適な暮らしをお届けするために、住宅開発から販売・施工・アフターサービス・メンテナ
ンスそしてお客様のライフサポートに至るまで、顧客満足（ＣＳ）重視の経営を、更に住宅・技術開発に基づく環境重視
の経営を推進することにより、お客様から信頼され社会に愛される企業を目指しております。

２．利益配分に関する基本方針
　当グループは、安定配当の維持を基本としつつ、利益の状況と将来の事業展開を総合的に勘案し、時に応じて特別配当
あるいは株式分割（無償交付）を実施し、株主の皆様へ利益還元を行うことを基本方針といたしております。
　内部留保につきましては、グループ経営体質の強化に有効投資することにより、将来的には利益の向上に貢献し、株主
の皆様への安定的な利益還元に寄与するものと考えております。

３．中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題
　住宅業界を取り巻く環境は、一部に住宅ローン減税による駆け込み需要と、都市部を中心にした一戸建て分譲が堅調に
推移し、リフォーム市場の拡大等の好材料はあるものの、産業構造変化・不況の長期化の中で、雇用不安、個人消費の低
迷により、本格的な新設着工需要の回復を見せるには至っていない状況であります。
　当グループといたしましては、このような環境に対応すべく、平成15年８月に「ミサワホームホールディングス株式会
社」を設立し、グループ内事業再編を加速し、営業力の強化とコスト削減にスピードを上げて取り組んでまいる所存であ
ります。
　住宅事業におきましては、お客様のニーズと時代の変化に即応した商品ラインナップを更に充実してまいります。また、
地球環境の保全に貢献できる住宅開発・技術開発に重点を置くとともに生産・物流・建設と一体となり工業化を徹底し、
間接部門の効率化も含めた総原価低減を推進することにより、コストパフォーマンスの高い環境に優しい住宅をご提供し、
競争力を強化してまいる所存であります。
　また、住宅周辺ライフサポート事業におきましては、住宅ストックの質的向上とお客様の暮らしの全てをサポートする
ために各種生活サービスを充実させてまいります。新たな販売チャネルとして「ミサワホームイング」が発足し、また、
独自技術によるリフォーム専用部品の開発も進み、リフォームによるお客様の資産価値の向上と環境保全にも貢献するこ
とで、差別化を図り、より一層の市場開拓を進めてまいる所存であります。
　当グループでは、事業再編を加速するとともに徹底した総原価低減により収益力を高め、財務体質の改善を実現し、グ
ループ経営の強化と営業力の強化を図り、総力を結集して業績の向上、社会貢献に努めてまいる所存であります。

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方およびその施策の実施状況
　当社では、グループ会社の株主・顧客・従業員等事業活動にかかわるすべての関係者の利益を重視し、企業価値の最大
化を実現するうえで、コーポレート・ガバナンスの確立は極めて重要な経営課題であると位置付け、取締役会の経営監督
機能および監査役会のグループ監査機能の強化を図り、その充実に努めております。
　当社は、取締役会の経営監督機能を強化するため、平成15年８月の設立と同時に執行役員制度を導入し、経営における
監督機能と業務執行機能の分離を実施いたしました。また、取締役会の経営監督機能を補完するため、執行役員および監
査役で構成する経営執行委員会を設置いたしました。さらに、コンプライアンス体制の強化を図るため、平成15年８月に
コンプライアンス室を、同年10月にはグループの業務監査を主たる機能とする監査室を発足させました。
　当社は、６名の取締役により取締役会を構成し、月１回以上開催される取締役会において、経営に関する重要事項の決
定と報告を行うとともに、週１回以上開催される経営執行委員会において経営に関する重要な事項の審議を行い、経営の
の効率化を図るとともに弁護士等各分野における専門家の意見を参考にコンプライアンス体制の構築に努めております。
監査役会は、社外監査役１名を含む３名により構成され、専従スタッフ（１名）の協力を得て運営されております。監査
役は取締役会および経営執行委員会に出席するほか、適宜業務監査を行い、会計につきましても必要に応じ会計監査人か
ら直接聴取しております。また、監査役はグループ監査機能を強化するため、各監査役がグループ会社の業務執行を監査
するほか、監査室およびグループ会社における監査役と連携しグループ監査機能の向上に努めております。
　グループコンプライアンス体制につきましては、コンプライアンスの位置付けおよび重要性を教育研修を通して従業員
全員に徹底するとともに、今後は更にわかり易く実効性の高い方策を検討してまいります。
　また、企業の透明性を向上させるため、積極的に情報開示に努め、開示内容の拡大および迅速性の確保を実現すべく、
法令遵守はもとより開示手続きの整備・充実に注力いたします。
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経営成績及び財政状態
経営成績
１. 当中間連結会計期間の概況
　当期の中間連結決算は、当社として第１期となりますが、ミサワホーム㈱の連結決算を引き継いで作成しているため、
以下の経営成績及び財政状態の概況説明は、同社平成14年９月期（「前年同期」）連結業績との比較によるものでありま
す。
　当上半期の住宅業界におきましては、金利、地価の低水準が続く中、持家及び分譲一戸建てが増加したものの、貸家及
び分譲マンションの減少により、新設住宅着工戸数は僅かに増加するに留まり、前年同期比０.９％増の６０万戸となりま
した。
　このような環境下、当グループは工業化住宅を追求し、技術開発、商品開発、生活提案及び品質保証体制の充実を図る
とともに、８月にはグループ戦略・事業戦略の企画・立案機能を持株会社である「ミサワホームホールディングス株式会
社」に集約し、グループの経営資源の最適配置をより一層推進し、収益体質の強化に努めてまいりました。
　売上面におきましては、住宅関連事業の売上が減少したことにより、１，８７９億８６百万円と前中間連結会計期間に
比べ、２４４億７６百万円（１１．５％）の減少となりました。
　利益面におきましては、経費削減等の総原価低減を推進してきましたが、売上棟数の減少により、経常利益は８２億２
０百万円と前中間連結会計期間に比べ、２９億１８百万円（２６．２％）の減少となりました。
　また、中間純利益におきましては、生産拠点の整理、人員削減等を行うことによる構造改善費用及び固定資産処分損等
を特別損失に計上したため、１５億７４百万円と前中間連結会計期間に比べ、４２百万円（２．６％）の減少となりまし
た。

 (1) 住宅関連事業
　戸建住宅におきましては、当社の提案するコンセプトにお客様の夢・スタイルをオーダーしていただくことで理想の家
づくりを可能にする「コンセプト・オーダー方式」を導入し、コストダウンを実現した自由設計住宅「ｉｔ’ｓ　ＭＹ　
ＳＴＹＬＥ」による新商品の開発を進めてまいりました。木質系として、４月に、“日本のあたりまえ”をコンセプトに、
ベストセラーとなった「ミサワホームＯ型」をリデザインした「Ｏ-ｔｙｐｅ ｋｕｒａ」、“シンプルモダン”の新しい
デザインテイストを提案する「ＦＯＲＭＡＬ- Ｕ」、“緑につつまれながら自然体で生きる”生活を提案する「庭の家」
を発売いたしました。セラミック系では、４月に、開放的な屋上スペース“スカイリビング”を採用した「ＨＹＢＲＩＤ
-Ｍ 晴れの家」、３階建にガレージ、大収納空間“蔵”、屋上をビルトインさせて、都市部の限りある敷地を充分に活か
した５層構造の「ＨＹＢＲＩＤ-Ｍ 望みの家」を発売いたしました。
　集合住宅におきましては、７月に、１階に全住戸の玄関を設けた重層タイプの「Ｂｅｌｌｅ　Ｌｅａｄ　ＪＵＳＯ」を
発売いたしました。
　分譲住宅におきましては、北海道「ヒルズガーデン清田」、環境共生都市型住宅を実現した千葉「新浦安マリナイース
ト２１　碧浜」の拡販に努めるなど、資産価値を高める街づくりに取り組んでまいりました。
　ホームイング事業におきましては、リフォームエンジニアの拡充により、事業基盤の強化を図ると同時に、一般市場の
開拓に着手し、ストック市場の総合的な受注拡大に努めてまいりました。
　以上の結果、当中間連結会計期間は、売上高１,８０７億１６百万円、営業利益１６３億円３８百万円となりました。

 (2) リゾート関連事業
　リゾート関連事業におきましては、前期連結子会社であったミサワリゾート㈱が持分法適用関連会社へ移行したことに
伴なう影響が大きく、売上高、営業利益ともに減少となりました。
　ゴルフ場の運営につきましては、法人需要及び個人消費の冷え込みにより来場者数等が減少しているものの、合理化及
び経費圧縮を進め、収益の改善を図っております。
　以上の結果、当中間連結会計期間は、売上高２２億９４百万円、営業損失３億８２百万円となりました。

 (3) ファイナンス関連事業
　ファイナンス関連事業におきましては、従来継続して実施してきた住宅購入者向けのつなぎ融資を、財務体質強化の一
環で、外部金融機関との提携による移行で事業を縮小し、リスク回避による安定化を図ってまいりました。
　以上の結果、当中間連結会計期間は、売上高３億２４百万円、営業損失３６百万円となりました。

 (4) その他事業
　その他事業におきましては、環境・リサイクル重視の時代を迎え、再生ゴム等のゴム加工品事業の業績は順調に推移い
たしました。しかしながら、前期連結子会社であったミサワリゾート㈱が持分法適用関連会社へ移行したこと及び仮設材
事業の受注減による影響等で、前期に比べ売上高、営業利益ともに減少しております。
　以上の結果、当中間連結会計期間は、売上高４６億５０百万円、営業損失３億４４百万円となりました。

２. 通期の見通し

　今後のわが国経済の見通しにつきましては、引き続き設備投資等の増加により、一部に緩やかながら景気に持ち直しの
動きがみられるものの、円高の進行による企業収益への影響、雇用・所得環境の先行き不安感等により、予断を許さない
状況が続くと思われます。
　住宅業界におきましては、都市部の一次取得層に需要が見込まれるものの、全国的には個人消費の低迷に加えローン金
利の上昇もあり、今後も厳しい状況が続くものと予想されます。
　このような状況下、当グループは、「ＭＧ新中期経営計画」を着実に遂行し、お客様のニーズ及び時代の変化に即応し
た住宅開発、ホームイング事業の強化、工業化路線の徹底並びに品質保証体制の充実を図るとともに、次世代を見据えた
環境保全活動に取り組むことにより、総力を結集して業績の向上、社会貢献に努めてまいる所存であります。
　通期の業績の見通しといたしましては、売上高４，１５０億円、経常利益２５０億円、当期純利益３０億円を見込んで
おります。
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財政状態

（当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況）

  当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、営業活動により２０７億４
百万円増加、投資活動及び財務活動により１４５億４百万円減少となり、連結範囲の変動を伴う資金の増加１億９６百万
円を加えた中間期末残高は４４５億３７百万円（前連結会計年度末に比べ６３億７３百万円の増加）となりました。
　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであます。

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動による資金の収入は、２０７億４百万円（前中間連結会計期間に比べ１１１億６５百万円の増加）となりまし
た。これは主に、たな卸資産の売却、営業貸付金の回収等によるものであります。

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動による資金の支出は、７５億１０百万円（前中間連結会計期間に比べ２３億９０百万円の減少）となりました。
これは主に、有形・無形固定資産及び投資有価証券の取得によるものであります。

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動による資金の支出は、６９億９３百万円（前中間連結会計期間に比べ３４億７百万円の減少）となりました。こ
れは主に、借入金の返済を進めたことによるものであります。
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中間連結財務諸表等
１．中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

　　　　　期　　別

Ⅰ  381,004  376,255  4,749  418,241 

現 金 及 び 預 金  51,950  41,923  10,027  73,884 

受取手形及び売掛金  22,760  21,827  932  25,103 

営 業 貸 付 金  44,941  47,910 △ 2,968  50,647 

た な 卸 資 産  209,044  208,827  216  212,574 

繰 延 税 金 資 産  16,819  19,646 △ 2,827  23,337 

そ の 他  41,770  42,797 △ 1,027  39,404 

貸 倒 引 当 金 △ 6,282 △ 6,677  395 △ 6,709 

Ⅱ  338,606  337,709  896  363,822 

(1)有形固定資産  209,591  215,559 △ 5,968  230,150 

建 物 及 び構 築物  41,405  43,655 △ 2,249  49,699 

土 地  156,876  159,817 △ 2,940  166,734 

そ の 他  11,309  12,087 △ 778  13,716 

(2)無形固定資産  27,689  24,862  2,827  26,396 

連 結 調 整 勘 定  17,094  17,520 △ 425  19,032 

そ の 他  10,595  7,342  3,252  7,364 

(3)投資その他の資産  101,324  97,286  4,038  107,275 

投 資 有 価 証 券  22,826  21,241  1,584  23,946 

繰 延 税 金 資 産  35,494  31,658  3,835  29,034 

再評価に係る繰延
税 金 資 産  3,877  4,481 △ 604  6,534 

そ の 他  51,863  52,443 △ 579  59,960 

貸 倒 引 当 金 △ 12,737 △ 12,538 △ 198 △ 12,200 

 719,611  713,965  5,646  782,064 

対前連結会計年度末
増　　　減(平成15年３月31日現在) (平成14年９月30日現在)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末
(平成15年９月30日現在)

　　科　　目

流 動 資 産

固 定 資 産

資  産  合  計

（ 資　産　の　部 ）
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（単位：百万円）

　　　　　期　　別

  

Ⅰ  525,509  517,199  8,309  564,594 

支払手形及び買掛金  56,073  54,866  1,207  59,956 

短 期 借 入 金  411,037  407,534  3,502  448,718 

一年以内償還予定
社 債  1,900  1,900 ―   ―  

未 払 法 人 税 等  1,118  1,695 △ 577  2,365 

引 当 金  4,732  4,681  51  5,740 

そ の 他  50,648  46,521  4,126  47,814 

Ⅱ  128,303  132,616 △ 4,312  153,676 

社 債 900  500  400  1,900 

長 期 借 入 金  78,044  85,132 △ 7,087  103,691 

退 職 給 付 引 当金  16,692  14,104  2,587  11,260 

そ の 他  32,666  32,879 △ 212  36,825 

 653,813  649,815  3,997  718,271 

 6,144  7,967 △ 1,823  8,000 

   

Ⅰ  30,000  30,660 △ 660  30,660 

Ⅱ  47,558  44,807  2,750  44,807 

Ⅲ △ 12,783 △ 11,993 △ 790 △ 11,413 

Ⅳ △ 5,681 △ 6,584  903 △ 8,025 

Ⅴ  2,578 △ 2  2,580  253 

Ⅵ △ 1,620 △ 523 △ 1,096 △ 254 

Ⅶ △ 397 △ 182 △ 214 △ 235 

 59,653  56,181  3,472  55,792 

 719,611  713,965  5,646  782,064 

(平成14年９月30日現在)(平成15年９月30日現在)
前中間連結会計期間末

負債、少数株主持分及び資本合計

流 動 負 債

固 定 負 債

自 己 株 式

資  本  合  計

為替換算調整勘定

資 本 金

負  債  合  計

（ 資  本  の  部 ）

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

（ 少数株主持分 ）

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

対前連結会計年度末
増　　　減

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（ 負  債  の  部 ）

　　科　　目
(平成15年３月31日現在)
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２．中間連結損益計算書

百分比 百分比 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ  187,986 100.0  212,463 100.0 △ 24,476 △ 11.5  412,888 100.0

Ⅱ  133,479 71.0  146,739 69.1 △ 13,260 △ 9.0  288,550 69.9

 54,507 29.0  65,723 30.9 △ 11,216 △ 17.1  124,337 30.1

    

Ⅲ  40,985 21.8  50,260 23.7 △ 9,274 △ 18.5  92,839 22.5

 13,521 7.2  15,463 7.2 △ 1,941 △ 12.6  31,497 7.6

    

Ⅳ  1,193 0.6  1,817 0.9 △ 623 △ 34.3  4,174 1.0

受 取 利 息  115  511 △ 395  1,272 

そ の 他  1,077  1,306 △ 228  2,901 

    

Ⅴ  6,494 3.4  6,141 2.9  352  5.7  11,875 2.8

支 払 利 息  5,664  4,766  898  10,212 

そ の 他  830  1,375 △ 545  1,662 

 8,220 4.4  11,139 5.2 △ 2,918 △ 26.2  23,796 5.8

    

Ⅵ  233 0.1  734 0.4 △ 501 △ 68.2  1,516 0.3

固 定 資 産 売 却 益  0  320 △ 319  450 

投 資有 価証 券売 却益  166  172 △ 5  764 

そ の 他  65  241 △ 175  300 

Ⅶ  6,367 3.4  6,562 3.1 △ 194 △ 3.0  18,486 4.5

構 造 改 善 費 用  2,679  2,064  614  5,273 

固 定 資 産 処 分 損  1,797  664  1,133  2,583 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  164  1,481 △ 1,317  2,129 

投 資有 価証 券評 価損  241  475 △ 233  1,970 

そ の 他  1,483  1,875 △ 391  6,529 

 2,086 1.1  5,311 2.5 △ 3,224 △ 60.7  6,826 1.6

 1,086 0.6  2,314 1.1 △ 1,228 △ 53.1  2,622 0.6

△ 308 △ 0.2  1,150 0.5 △ 1,459 －  1,448 0.4

△ 266 △ 0.1  228 0.1 △ 494 －  102 0.0

 1,574 0.8  1,617 0.8 △ 42 △ 2.6  2,652 0.6

（単位：百万円）

前中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

税金等調整前中間(当期)純利益

金　　額

前連結会計年度

自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

金　　額

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

少数株主利益・損失(△)

金　　額

対前中間連結会計期間

増　　　減

増減率

当中間連結会計期間
期　　別　　

　　科　　目
金　　額

自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日
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３．中間連結剰余金計算書 　   (単位：百万円)

期　　　　別

科　　　目

Ⅰ 44,807 43,015 43,015

Ⅱ 2,750 1,792 1,792

46 1,792 1,792

2,703 ― ―

Ⅲ 47,558 44,807 44,807

Ⅰ △ 11,993 △ 10,835 △ 10,835

Ⅱ 1,578 2,735 1,718

1,574 2,652 1,617

― 82 82

3 ― 19

Ⅲ 2,368 3,892 2,296

1,096 ― ―

47 53 53

896 3,755 2,243

― 60 ―

328 ― ―

― 22 ―

Ⅳ △ 12,783 △ 11,993 △ 11,413利益剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

土地再評価差額金からの振替

配 当 金

連結子会社の増加に伴う増加額

土地再評価差額金からの振替

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

役 員 賞 与

連結子会社の減少に伴う減少額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

連結子会社の増加に伴う減少額

至 平成15年９月30日

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

至 平成15年９月30日 至 平成15年３月31日

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

前連結会計年度 前中間連結会計期間

自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 自 平成14年４月１日

当中間連結会計期間

資 本 剰 余 金 増 加 高

自 己 株 式 処 分 差 益

株 式 移 転 に 伴 う 増 加 額
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１． 税金等調整前中間（当期）純利益 2,086 5,311 △ 3,224 6,826 
２． 減価償却費及び償却費 4,088 4,321 △ 232 8,624 
３． 連結調整勘定償却額 587 886 △ 299 1,626 
４． 貸倒引当金の増減額 △ 306 1,428 △ 1,735 1,774 
５． その他引当金の増減額 1,471 1,051 419 3,826 
６． 受取利息 △ 115 △ 511 395 △ 1,272 
７． 支払利息 5,664 4,766 898 10,171 
８． 固定資産売却処分による損益 1,797 344 1,453 2,132 
９． 投資有価証券売却損益 △ 40 △ 124 83 △ 540 
１０． 構造改善費用 796 2,064 △ 1,268 2,486 
１１． 役員賞与の支払額 △ 55 △ 64 8 △ 64 
１２． 売上債権の増減額 △ 737 2,529 △ 3,266 2,927 
１３． 営業貸付金の増減額 2,968 1,773 1,195 3,603 
１４． たな卸資産の増減額 7,225 7,050 175 8,256 
１５． 仕入債務の増減額 753 △ 18,090 18,843 △ 21,277 
１６． その他 1,204 2,565 △ 1,360 6,366 

　　　　　　　　小計 27,388 15,301 12,086 35,467 
１７． 利息及び配当金の受取額 637 355 281 758 
１８． 利息の支払額 △ 5,728 △ 4,645 △ 1,083 △ 9,910 
１９． 法人税等の支払額 △ 1,592 △ 1,472 △ 119 △ 2,296 
    営業活動によるキャッシュ・フロー 20,704 9,539 11,165 24,018 

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１． 定期預金の預入による支出 △ 5,438 △ 8,184 2,745 △ 11,680 
２． 定期預金の払戻による収入 1,773 5,230 △ 3,457 16,464 
３． 有形・無形固定資産の取得による支出 △ 5,814 △ 3,627 △ 2,186 △ 6,062 
４． 有形・無形固定資産の売却による収入 1,723 1,778 △ 55 4,469 
５． 投資有価証券の取得による支出 △ 1,753 △ 693 △ 1,059 △ 1,710 
６． 投資有価証券の売却による収入 1,181 243 938 3,772 
７． 連結範囲の変動を伴う株式移転・分社型吸収分割による純支出 △ 23 ― △ 23 ― 
８． その他 841 △ 4,647 5,488 △ 2,552 
    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,510 △ 9,900 2,390 2,700 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１． 短期借入金の純増減額 16,493 24,454 △ 7,961 2,662 
２． 長期借入れによる収入 9,354 12,002 △ 2,648 36,670 
３． 長期借入金の返済による支出 △ 32,842 △ 40,107 7,265 △ 91,318 
４． 親会社による配当金の支払額 △ 1,097    ― △ 1,097 ― 
５． 少数株主への配当金の支払額 △ 114 △ 120 5 △ 123 
６． その他 1,213 184 1,029 △ 80 
    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 6,993 △ 3,586 △ 3,407 △ 52,188 

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 23 △ 17 △ 6 △ 8 
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 6,177 △ 3,964 10,141 △ 25,478 
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 38,163 66,248 △ 28,084 66,248 
Ⅶ　連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の影響額 196 △ 12 209 △ 2,606 
Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 44,537 62,270 △ 17,733 38,163 

金　　　　額

対前中間連結会計期間
増　　　減

前連結会計年度
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

金　　　　額

期　別　　　　

　　　　科　目

前中間連結会計期間
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

金　　　　額

当中間連結会計期間
自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

金　　　　額
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　 ６４社
主要な連結子会社名は、「関係会社の状況」(連結３頁)に記載しております。

(2)主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社名は、次のとおりであります。
　㈱マザアス　　ミサワホーム人財㈱
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社の、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、
全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して
おります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社の数 　３社
主要な持分法適用関連会社名は、「関係会社の状況」(連結３頁)に記載しております。

(2)次の非連結子会社及び関連会社については、下記の理由により持分法を適用しておりません。
非連結子会社 ㈱マザアスほか
関連会社 ㈱ミサワホーム山梨ほか

　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、各々中間連結純損益及び連結利益剰余金等に
与える影響が軽微であり、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、
持分法の適用範囲から除外しております。

〈連結範囲及び持分法の適用の異動状況〉

(1) 連結子会社の変動理由
（増加）
・株式移転による連結会社からの移行によるもの１社
ミサワホーム㈱

・株式移転による持分法適用会社からの移行によるもの１社
東京ミサワホーム㈱
 なお、これに伴い以下の２社が連結子会社となっております。
東京ミサワホームイング㈱
東京ミサワ建設㈱

・重要性が増したことによるもの４社
ミサワホームイング新潟㈱
ミサワホームイング長野㈱
ミサワホームイング茨城㈱
ミサワホーム近畿建設㈱

（減少）
・株式を交付（分社型吸収分割)したことによるもの１社
㈱穴吹ミサワホーム

(2)持分法適用会社の変動理由
（減少）
・株式移転により連結子会社へ移行したもの１社
東京ミサワホーム㈱

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　㈱アイ・エル・エスの中間決算日は６月30日(決算日は12月31日)であるため、中間連結財務諸
表作成に当たっては、６月30日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
・満期保有目的債券 …… 償却原価法（定額法)
・その他有価証券
　　時価のあるもの …… 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（時価と比較する取得

原価は移動平均法により算定し、評価差額は全部資本直入法による処理）
　　時価のないもの …… 移動平均法による原価法

② デリバティブ …………… 時価法

③ たな卸資産
・商品、貯蔵品 ………………………………………主として総平均法による原価法
・商品（会員権） ……………………………………移動平均法による原価法
・分譲土地建物、未成工事支出金 …………………個別法による原価法
・製品、原材料、仕掛品 ……………………………主として総平均法による原価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 …………………………………………主として定率法

ゴルフ場資産及び平成10年４月以降取得した建物
等（附属設備は除く）については定額法

(3)重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ……… 金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については過去の貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 ……… 従業員の賞与支給に備えて、支給見込額に基づく必要額を計上しております。
③ 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期末に発生していると認められる額を計上
しております。
なお、退職給付費用の計算における各項目の処理方法及び処理年数は以下のとお
りであります。
過去勤務債務　…………定額法（主として10年）
数理計算上の差異　……定額法（主として10年）により翌期から処理
会計基準変更時差異　…主として15年及び５年による按分額を費用処理

(4)重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（以下、所有
権移転外ファイナンス・リース取引という。）については、賃貸借取引に係る方法によっております。

(5)消費税等の会計処理
消費税等は税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３か月以内に満期日の到来する短期投資であります。
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追 加 情 報
該当事項はありません。

重要な後発事象
該当事項はありません。

注 記 事 項
（中間連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 51,732 百万円 50,797 百万円 53,278 百万円

２．受取手形割引高 213 297 756

３．受取手形裏書譲渡高 130 164 10

４．担保提供資産 255,405 256,766 261,323

５．子会社等(連結子会社除く)のための保証債務 1,842 1,546 1,780

６．住宅つなぎ融資利用者等のための保証債務 43,745 40,594 36,653

７．連結会社、持分法適用関連会社が保有する 49,233 千株 22,206 千株 21,062 千株
自己株式数

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 51,950 百万円 41,923 百万円 73,884 百万円

　　預入期間が３か月を超える定期預金
及び担保に供している定期預金

　　現金及び現金同等物 44,537 38,163 62,270

△  7,413 △  3,759 △  11,613

(当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末)

(当中間連結会計期間末)

(前中間連結会計期間末)

(前連結会計年度末) (前中間連結会計期間末)
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（リース取引関係）

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

13,156 百万円 12,389 百万円 13,515 百万円

7,677 6,753 6,884

5,479 5,635 6,631

(2）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

2,688 百万円 2,567 百万円 2,790 百万円

3,200 3,330 4,001

5,889 5,898 6,792

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

1,541 百万円 3,138 百万円 1,683 百万円

1,452 2,953 1,588

74 163 85

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

1,797 百万円 1,861 百万円 1,935 百万円

11,716 12,576 13,934

13,514 14,437 15,869

(前連結会計年度末) (前中間連結会計期間末)(当中間連結会計期間末)

(当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末) (前中間連結会計期間末)

１ 年 内

取 得 価 額 相 当 額

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

中間期末（期末）残高相当額

１ 年 超

合 計

１ 年 内

(前連結会計年度)

支 払 利 息 相 当 額

(前連結会計年度末)(当中間連結会計期間末)

(前中間連結会計期間)

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

(当中間連結会計期間)

(前中間連結会計期間末)

１ 年 超

合 計
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） （平成14年９月30日現在）
中 間 連 結 連 結 中 間 連 結

貸 借 対 照 時 価 差 額 貸 借 対 照 時 価 差 額 貸 借 対 照 時 価 差 額
表 計 上 額 表 計 上 額 表 計 上 額

(1)国債・地方債等 94 94 0 39 39 0 39 39 0

(2)社債 － － － － － － － － －

(3)その他 － － － － － － － － －

94 94 0 39 39 0 39 39 0

２.その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） （平成14年９月30日現在）
中 間 連 結 連 結 中 間 連 結

取 得 原 価 貸 借 対 照 差 額 取 得 原 価 貸 借 対 照 差 額 取 得 原 価 貸 借 対 照 差 額
表 計 上 額 表 計 上 額 表 計 上 額

(1)株式 5,646 9,883 4,236 5,647 5,798 150 7,708 8,239 531

(2)債券

国債・地方債等 2,582 2,585 3 2,663 2,673 10 5,184 5,210 25

社債 － － － 30 29 △    0 30 29 △    0

その他 － － － － － － 99 100 0

(3)その他 180 162 △   17 313 255 △   58 292 220 △   71

8,410 12,632 4,221 8,654 8,756 102 13,315 13,800 484

３.時価評価されていない主な有価証券の内容
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） （平成14年９月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式（店頭売買株式を除く）

（デリバティブ取引関係）
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） （平成14年９月30日現在）
契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益

329 89 89 839 67 67 1,332 195 195

3,100 0 0 3,100 0 0 3,100 0 0

ス ワ ッ プ 取 引

金利オプション取引

1,035  

合　　　　　計

合　　　　　計

727  717  
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） （単位：百万円）

180,716 2,294 324 4,650 187,986 ― 187,986

― ― ― ― ― ― ― 

180,716 2,294 324 4,650 187,986 ― 187,986

164,377 2,677 361 4,994 172,410 2,054 174,464

16,338 △ 382 △ 36 △ 344 15,575 ( 2,054 ) 13,521

前中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） （単位：百万円）

196,737 8,819 802 6,103 212,463 ― 212,463

― ― ― ― ― ― ― 

196,737 8,819 802 6,103 212,463 ― 212,463

178,616 9,047 894 6,266 194,824 2,175 197,000

18,120 △ 228 △ 91 △ 162 17,638 ( 2,175 ) 15,463

前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） （単位：百万円）

389,346 11,005 1,547 10,988 412,888 ― 412,888

― ― ― ― ― ― ― 

389,346 11,005 1,547 10,988 412,888 ― 412,888

351,792 11,926 1,520 11,577 376,816 4,573 381,390

37,553 △ 920 26 △ 588 36,071 ( 4,573 ) 31,497

  営　業　費　用

  営業利益又は損失(△)

  売　  上  　高

(1) 外部顧客に対する売上高

(2) セ グ メ ン ト 間 の
内部売上高又は振替高

計 消去又は全社 連 結

計

住 宅
関 連 事 業

リ ゾ ー ト
関 連 事 業

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ
関 連 事 業 その他事業

消去又は全社 連　　　結計その他事業

連 結

  売　  上  　高

  売　  上  　高

その他事業

  営業利益又は損失(△)

消去又は全社計

外部顧客に対する売上高

計

(1)

(2) セ グ メ ン ト 間 の
内部売上高又は振替高

  営業利益又は損失(△)

計

(1)

(2)

  営　業　費　用

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ
関 連 事 業

住 宅
関 連 事 業

住 宅
関 連 事 業

リ ゾ ー ト
関 連 事 業

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ
関 連 事 業

リ ゾ ー ト
関 連 事 業

外部顧客に対する売上高

セ グ メ ン ト 間 の
内部売上高又は振替高

  営　業　費　用

- 連結 17 -



１．事業区分の方法及び各事業区分の主要な商品等
　　事業内容の類似性を考慮して区分しております。なお、各事業区分の主要な商品等は次のとおりであります。

工業化住宅の施工・販売
住宅部材の製造
住宅部材の運搬
住宅建材の製造・販売
住宅資材の調達・供給
宅地の造成・販売
ビル・マンション等の賃貸管理
増改築・リフォーム工事
住宅関連の研究・開発・調査
会員権の発行・売買
ゴルフ場の企画、開発及び運営
リゾート施設等の運営・管理
別荘用地の造成・販売
法人等に対する事業資金融資または保険代理店
個人に対する住宅資金融資・つなぎ融資
営業用車輌等のリース
老人福祉施設等の経営・運営受託
広告代理店
仮設材等の製造・販売
ゴム製品・再生ゴムの製造・販売
通信教育講座
石材等販売

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 2,054百万円、前中間連結
　　会計期間2,175百万円、前連結会計年度4,573百万円であり、その主なものは、企業イメージ広告に要した費用及び当社の
　　総務・人事部門等の管理部門に係る費用であります。

２．所在地別セグメント情報
　最近２中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割
合が９０％超であるため、その記載を省略しております。

３．海外売上高
　最近２中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、その記載を省略し
ております。

(注)

事 業 区 分 主要商品及び事業内容

そ の 他 事 業

リゾート関連事業

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ 関連事業

住 宅 関 連 事 業
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 124.66 114.31 113.91

１株当たり中間(当期)
  純利益金額

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しない為記載しておりません。
　　　２．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 中間(当期)純利益 1,574 1,617 2,652 
 普通株主に帰属しない金額 543 548 1,138 
 （うち利益処分による役員賞与金) (  － ) (  － ) (   42)
 （うち優先株式配当金） (  543) (  548) (1,096)
 普通株式に係る中間(当期)純利益 1,031 1,069 1,514 
 普通株主の期中平均株式数 181,047 175,921 176,342 

受注及び販売の状況

１．住宅関連事業の受注状況
（単位：百万円）

期　　別

区　　分

220,908 14.9 192,106 △20.8 375,136 △10.6

169,618 52.6 111,128 △28.4 101,548 △12.3

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売実績

（単位：百万円）
期　　別

区　　分

180,716 △ 8.1 196,737 △13.8 389,346 △12.5

2,294 △73.9 8,819 △ 5.3 11,005 △35.9

324 △59.4 802 △54.5 1,547 △50.1

4,650 △23.8 6,103 △ 1.8 10,988 △34.7

187,986 △11.5 212,463 △13.4 412,888 △14.3

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

項　　目

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

円 円 円

前連結会計年度

5.70 円

百万円

千株

円 6.08 円 8.59

千株

百万円

千株

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
百万円

前連結会計年度

前年同期比
(％)

当中間連結会計期間

金　　額 前年同期比
(％)

前中間連結会計期間

前年同期比
(％)

前年同期比
(％)金　　額 金　　額

前連結会計年度前中間連結会計期間

金　　額

受　　注　　高

受  注  残  高

当中間連結会計期間

前年同期比
(％)金　　額

金　　額 前年同期比
(％)

合 計

住 宅 関 連 事 業

リ ゾ ー ト 関 連 事 業

ファイナンス関連事業

そ の 他 事 業
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